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1. はじめに
カーシェアリングという言葉を耳にしたことはあるだろうか。日本ではまだ馴染みのな
いこの言葉「カーシェアリング」は「1台の自動車を複数人で共有する自動車の利用形
態」を意味する。通説によると、カーシェアリングの導入によって CO2排出量が削減さ
れるといわれているが、一体どのようなプロセスで CO2排出量が削減されているのか？
それは大きく分けて 2つの要因があるとされている。1つ目は、カーシェアリング制度の
導入によって車の総数が減るということ。2つ目は、カーシェアリング制度の導入によっ
て車の総走行距離が減るということである。本論文がカーシェアリングに着目したのは、
カーシェアリングの導入によって CO2排出量が削減されるという先に述べたような通説
が存在していることと、日本では最近 10年においてカーシェアリング市場規模が大幅に
拡大していることによる、その CO2削減効果について検証したいと考えたからである。
2. 海外におけるカーシェアリング
本節では、カーシェアリングが海外でどのように普及、機能しているかを述べていく。
2─1. 歴史
カーシェアリング発祥の地はスイスといわれている。その仕組みや考え方の起源となっ
たのは 1940年代にスイスのチューリッヒ市にて設立された協同組合のセファージと考え
られている。第二次世界大戦終結後、ヨーロッパ全体の経済が発展するにつれマイカーを
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所有することが主流となり、その後しばらくカーシェアリングは低迷したが、人々が大気
汚染に対して問題意識を持つようになった 1980年代後半頃から再燃した。その背景には
都心に車が集中したことによる田舎や地方商店街の荒廃という問題があった。スイスのチ
ューリッヒ市とスタイン市にて再び協同組合のカーシェアリング団体が登場し、その後協
同組合ではなく営利団体へと変化し、更に本格的に普及していきスイスからヨーロッパ、
ヨーロッパから北米へと普及し続けた1）。
2─2. 会員数および車台数
アメリカの研究機関によれば、2012年秋時点で 27か国でカーシェアリング事業が実施
されており、世界の会員数は 178万人、車両台数で 4万 3000台との報告がされている2）。
図 2─1はカーシェアリング主要国をはじめとする各国の情勢を示している。
2─3. 事業例（Zipcar，car2go）
ⅰ． Zipcarの事例
世界で最大規模の企業である Zipcarは、アメリカ・イギリス・カナダの 3か国を中心
図 2─1　カーシェアリング主要国の情勢
出典：カーシェアリングの基礎知識（http://www.sharing-car.com/world/）
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に 50以上の都市と 350を超える大学キャンパスにて事業を展開している。その会員数は
85万人以上、車台数は 1万台以上である。第 3節で述べる日本のカーシェアリング事業
の料金体系とは異なり、6時間パックや 12時間パックといったものはなく、1時間当たり
料金と 1日料金が基本である。入会金＄30、年会費＄75、ガソリン代や保険代込みで 1時
間約＄8～、1日＄72～で、オンライン予約で簡単にサービスを利用することが出来る3）。
カーシェアリング事業にとって駐車場の確保は死活問題であるが、同社は近年ボストン
圏の自治体から駐車場を無償または格安料金で提供されるなど、外部からの自発的な公的
支援も行われており、消費者との友好的な連携が結ばれている。
ⅱ． car2goの事例
2008年にドイツのウルム市でカーシェアリングを開始したのは同国の自動車メーカー、
Daimler（ダイムラー）の子会社である car2goである。現在ではドイツ、イタリア、イン
グランド、オーストリア、オランダ、アメリカ、カナダなどの 23の都市で展開している。
会員数は 40万人以上、約 8500台が利用されている。青と白をベースにした丸みを帯びた
デザイン、2人乗りの小型自動車のため機動性もあり、町で乗り回すのに適している。ま
た全車両の 12.9％の 1100台が電気自動車を採用しており、環境面にも配慮されている。
料金体系はこちらも日本と違い分単位の支払いである。使用の際に予約は不要であり、会
費は初回のみ発生し＄35、年会費、保険代、ガソリン代も不要である。1分ごとに¢38、
1時間ごとに＄13.99、1日で＄72.99に割引され、登録したクレジットカードでその代金
が支払われる仕組みである。平均使用時間が 30分と短く、1日に何回も同じ車を何人も
の人が使う場合もある。また有効エリア内であれば乗り捨てが可能であり、日本のカーシ
ェアリングよりも先進的な利用形態が普及している。
3. 日本におけるカーシェアリング
本節では、第 2節で述べた海外でのカーシェアリングに対し、日本でのカーシェアリン
グ普及の変遷や現在の状況について述べていく。
3─1. 歴史
日本で初めてのカーシェアリング法人事業として 1998年に誕生したのが株式会社シー
ズである。外車専門の事業展開で多くの注目を得たものの、2年後には事業を他社に譲渡
した。その後カーシェアリングはあまり普及することはなく、事業化が本格的に行われた
のは近年である。レンタカーや駐車場などを取り扱う業者が参入しており、2002年にオ
リックス自動車株式会社、2005年にタイムズ 24株式会社が参入、2008年に三井物産株式
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会社も参入してきた。
3─2. 車両台数と会員数
図 3─1にカーシェアリング車両台数と会員数の推移を示した。交通エコロジー・モビ
リティ財団の 2014年 1月時点の調査によると、会員数は 2002年には 50人であったもの
が、2009年には約 6000人、そして 2014年には約 47万人と急増している。その増加率は
年率 100％を超えて現在も低下の兆しはない。
3─3. 事業例（タイムズカープラス、オリックスカーシェア）
ⅰ． タイムズカープラスの事例
タイムズカープラスのカーシェアリング事業の規模は、2014年 8月現在、カーシェア
リングパーク 5,785カ所、車両台数 9,744台、会員数 389,600人である。同社の事業は
元々マツダレンタカーが開始したサービスだが、2009年にマツダレンタカーが時間貸駐
車場「Times（タイムズ）」を運営するパーク 24を子会社化し、2013年よりブランド名を
「Times PLUS（タイムズプラス）」から「Times Car PLUS（タイムズカープラス）」へ変
更した。月額使用料 1030円は共通だが、タイムズには 2クラスあり、ベーシッククラス
なら 15分 206円でプリウス、フィットなど人気の日本車に乗れる。一方プレミアムクラ
スなら 15分 412円で BMWやMINIの外車、そして LEAFなどの電気自動車にも乗るこ
とができる4）。
図 3─1　日本におけるカーシェアリング車両台数と会員数の推移
出典：交通エコロジー・モビリティ財団 http://www.ecomo.or.jp/environment/carshare/
carshare_graph2014.2.html
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ⅱ． オリックスカーシェアの事例
オリックスカーシェアの事業規模は、2014年 3月現在、車両台数 2,056台、設置個所数
1,264カ所、会員数 100,082人である。首都圏のみでサービスを提供している企業が多い
中、オリックスカーシェアは関東（880か所）、関西（220か所）、東海（80か所）等にス
テーションを設置してサービスを提供している。オリックスと言えばレンタカーも有名だ
が、カーシェアリングに入会すると、レンタカーも基本料金の 15％割引で利用できる。
さらに、車種によってではなく、利用形態によって料金プランを選択できることも大きな
特徴となっている。毎月 90分以上利用するならば、月額基本料 2000円に 15分 200円で
利用するプランがある。一方乗らない月があるならば、月額基本料は 0円、15分 300円
で利用するというプランもあり、利用形態に合わせた料金プランを組むことができる5）。
3─4. 利用方法
カーシェアリングを行うには、まず、カーシェアリング提供会社の会員登録を行い、
ICカードを作成する。予約はインターネットを用いるか、予約窓口へ電話することによ
って行い、予約の時間や車種、利用コース等を設定する。予定した時刻に無人のステーシ
ョンへ向かい、カーシェアリング用の車に設けられている ICカード読み取り機に会員の
ICカードをかざすことによって解錠され、通常の車として利用することが可能となる。
利用後は再びステーションへ戻り、ICカードを用いて車の施錠を行う。最後にクレジッ
トカードによる精算を行い、利用終了となる。
図 3─2　‌オリックスカーシェア：ICカードで車の解錠を
行う様子
出典：カーシェアリング徹底比較：利用方法 http://www.car-
share.net/riyou.html
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4. カーシェアリングとその他移動財のコスト比較
前節まではカーシェアリング事業に関する全体的な説明を行ってきたが、本節では、マ
イカー、レンタカー、カーシェアリングの利用料金を比較し、利用時間別でどの移動手段
をとると最も安価かを検証する。比較は表 4─1に示したモデルケースによるものである。
図 4─1は、表 4─1を基にして、1回利用あたり利用時間別のカーシェアリングとレン
タカーのコストを比較したものである。約 13時間を境目にそれ以内だとカーシェアリン
グ、それ以上だとレンタカーのほうが安いということがわかる。
次にマイカーを所有した場合との比較を図 4─2に示す。ここでは 1か月あたりの費用
が、1回の平均使用時間別に示されている。マイカーは新車を購入し 3年後に売却するこ
とを想定し、表 4─1に示したように、その購入費用 120万円と売却収入 50万円が考慮さ
れている。カーシェアに関しては、月にそれぞれ 8回、20回、28回使用するケースを示
した。
図からわかるように、カーシェアリングをほぼ毎日利用（月 28回）したとしても 1回
あたりの利用が 3時間未満であればマイカーより安いことがわかる。
以上のコスト比較をまとめると以下のようになる。
１． 車を借りる場合、13時間以内の利用であればカーシェアリング、それ以上であれ
ばレンタカーを利用する方が得である。
２． マイカーを所有することとカーシェアリングを利用することの比較については、マ
イカーを所有することによる喜びといった非金銭的要素を捨象する場合、カーシェ
アリングを利用した方が得なのは、
 　（1） 土日のみ車を利用する場合…1回あたり 12時間以内の利用
 　（2） 平日のみ車を利用する場合…1回あたり 4時間以内の利用
 　（3） ほぼ毎日車を利用する場合…1回あたり 3時間以内の利用
となる。
次の図 4─3はカーシェアリングと公共交通機関の電車（JR東日本）の比較を示してい
る。しかし、以下のタクシーとの比較のところで記した理由から正確な比較は困難であ
る。このため参考程度のものと考えてほしい。
図から、距離あたりの費用で考えた際、カーシェアリングの料金が電車の料金より少し
高いことがわかる。しかし、現実的な面として長距離移動になるほど電車の方がかかる時
間が短くなるという点や荷物の持ち運びの便不便、さらには新幹線や高速道路などといっ
た追加料金も発生する可能性があることを考えると、単純な比較はできないといえる。
図 4─4は、カーシェアリングとタクシー（東京 23区、武蔵野市、三鷹市）の距離別料
金を比較している。図から、タクシーを利用するのと比べてカーシェアリングの方が圧倒
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表 4─1　利用するモデルケース
カーシェアリング（タイムズ） レンタカー（タイムズ） マイカー（1年あたりの費用）
使用車両 デミオ 1300
固定費用
ICカード発行料 1,500円
月額基本料 1,030円
保険料 1,080円 車両価格 120万円
自動車取得税 32,400円
自働車税 34,500円
保険料 50,000円
車検費用75,000円（2年に1回）
駐車場 30,000×12か月
時間料金
パック料金
6時間：4,020円
12時間：6,690円
24時間：8,230円
基本料金
15分毎：206円
パック料金
6時間：4,233円
12時間：5,184円
24時間：6,048円
─
距離料金 16円/km（12時間パック以降） ─ ─
ガソリン代 ─ 15円 /km（レギュラー1Lあたり 160円で計算）
下取り価格 ─ ─ 50万円
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的に安上がりであることがわかる。しかし、この場合も単純な比較が容易でない。この図
は目的地までの走行距離に対する料金のみで算出した。比較が困難な原因の一つとして
は、タクシーが一種のワンウェイ方式であるのに対し、日本のカーシェアリングが一般的
にラウンドトリップ方式をとっていることがある。タクシーの場合は単純に目的地までの
走行距離に対する料金を支払えば良いが、ラウンドトリップ方式のカーシェアリングの場
合、往復走行を必要とするため、時間料金も考慮しなくてはならない。これは電車との比
較の場合にも当て嵌まる。
カーシェアリングと電車の料金比較
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5. カーシェアリングによる CO2削減に関する調査
本節では、現在、実際に日本でカーシェアリングを利用している世帯を対象とした公益
財団法人交通エコロジー・モビリティ財団『平成 25年 2月　カーシェアリングによる環
境負荷低減効果の検証報告書』（以下、検証報告書と呼ぶ）のアンケートデータをもとに、
カーシェアリングが自動車の保有や利用にどのような影響を及ぼしているかを分析する。
このアンケート調査は、カーシェアリング個人加入者を対象とし、全体で 491世帯が回答
している。回答率は 9.7％であった。回答者の居住地はカーシェアリングが普及しやすい
とされている人口密度の高い首都圏及びその周辺が大半を占めており、年齢層は 30～40
歳代が 7割と高いが、幅広い世代が回答している。
表 5─1は、カーシェアリング加入前後における車保有台数の増減を表したものである。
この図からわかる通り、カーシェアリング加入前にマイカーを 1台以上保有していた 199
世帯のうち、約 73％に相当する 147世帯が減車している。一方で、カーシェアリング加
入前にマイカーを保有していなかった 288世帯においては、約 2％に相当する 5世帯がマ
イカーを増車している。海外においても同様の調査結果が得られており、北アメリカを対
象とする調査では、カーシェアリング加入前マイカー非保有 3885世帯のうち、増車を行
ったのは約 5％に相当する 182世帯で、カーシェアリング加入前マイカーを 1台以上保有
していた 1917世帯のうち約 65％に相当する 1250世帯が減車している6）。このことから、
カーシェアリング加入前にマイカーを保有している世帯は、多くの場合カーシェアリング
加入後にマイカーを減車し、他方、加入前マイカー非保有の世帯では、加入後にマイカー
を購入することがあるが、その割合は減車のそれと比較して小さな割合にとどまることが
わかる。
カーシェアリングに加入することでマイカーを手放す傾向にあるということから、駐車
場も減少傾向になると推測される。マイカーの減少により不要になった駐車場を緑地化し
たり、新たな駐車場を作る必要が無くなれば緑地開発を行わなくて済むため、カーシェア
リングが環境保全に役立つことになる。
表 5─1においてカーシェアリング加入前後における車保有台数の変化を示したが、図 5
─1ではそれに加えて年間走行距離の変化の調査結果を示した。これによれば、増車を行
った世帯では自動車の年間走行距離が約 6倍にまで増加しており、減車を行った世帯では
逆に約 2割まで走行距離が減少している。その他、カーシェアリング加入前後において車
保有台数に変化の無い世帯については、走行距離はやや増加傾向にある。
このように走行距離の変化の方向は増車、減車それぞれで異なっている。しかし総計を
とると、カーシェアリング加入前に比べ年間走行距離は約 63.3％まで減少している。その
理由は、加入後に増車を行う世帯は走行距離が顕著に増加傾向にあるものの、該当する世
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加入前後の走行距離の変化（km/ 総世帯）
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図 5─2　加入前後の走行距離変化を総世帯で表した場合
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図 5─1　カーシェアリング加入前後における車保有台数及び年間走行距離変化
表 5─1　‌カーシェアリング加入前後における車保有台数の
増減
現在
加入前
0台 1台 2台 3台 不明
総計
（加入前）
0台 283 5 288
1台 136 39 3 178
2台 4 6 8 18
3台 1 2 3
不明 1 1 2 4
総計（現在） 424 51 12 2 2 491
凡例）■増車　■変化無し　■減車
 カーシェアリングとその炭素削減効果に関する研究 133
帯が全体の 2％程度であることから、全体への影響は小さいためである。一方で、減車を
行った世帯は全体の 3割近くを占め、且つ相当の走行距離が減少していることから、全体
の年間走行距離の減少に非常に貢献しているのである。図 5─2に、図 5─1の各世帯当た
りの年間走行距離を総世帯における年間走行距離に換算したグラフを表す。
これらの変化を踏まえた年間自動車燃料消費量と CO2排出変化について示す7）。加入
前の世帯による累積燃料消費量は 16.03万 L/年間で、1世帯当たり 326.6L/（年間・世帯）
だった。一方、加入後は累積燃料消費量 8.84万 L/（年間・世帯）で、世帯当たりでは
180.0L/（年間・世帯）となっている。結果、年間消費量の削減率は全体で 44.9％である。
ガソリン 1Lあたりの CO2排出量は約 2.32kgと規定されているので、それをもとに燃料
消費量を CO2排出量に置き換えると、加入前後で削減された CO2排出量は
71900L×2.32kg/L＝166808kg
となり、年間 166.8t－CO2の減少がもたらされたことになる。また、一世帯あたりでは
146.6L×2.32kg/L＝340.112kg
となり、年間 0.34t－CO2の減少となる。
6. モデル分析
カーシェアリングは、その普及によって CO2排出量の削減に貢献することが期待され
ている。直接的な効果としては、カーシェアリングを通じた、電気自動車（EV）や低燃
費車、コンパクトカーの利用促進による燃料消費の削減効果がある。しかしそれだけでな
く、第 5節で紹介した交通エコロジー・モビリティ財団の調査報告書やヨーロッパの事例
が示すように、走行距離の減少による CO2排出量削減がもたらされている。本節では、
カーシェアリングの普及がなぜ走行距離減少をもたらすのか、その経済学的考察を試み
る。一見すると自明のように見えるかもしれないが、以下のモデルが示すように、理論的
な説明は簡単にはできない。最終的に言えることは、その説明には実証分析が必要となる
ことである。
6─1. モデル 1：標準的な効用最大化問題
最初に、標準的な消費者の効用最大問題を適用してみる。経済には n個の消費財があ
るとして、その消費量を（x  1, x  2, …, x  n）で表す。ここで x  1は移動サービスの消費量、すな
わち移動距離とする。移動距離は、x  1＝xO1＋xR1＋x S1＋xP1と移動手段によって分割される。
ここで xO1はマイカーによるもの、xR1はレンタカーによるもの、xS1はカーシェアによるも
の、そして xP1は公共交通機関によるものとする。各移動手段の単位移動距離当たり費用
をそれぞれ pO1 , pR1 , pS1 , pP1で表す。また第一財以外の財消費量を x  －1＝（x  2, …, x  n）と表し、
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その価格を p  －1＝（p  2, …, p n）と表す。すると効用最大化問題は次のように書ける：
（P1） max xO1 , xR1 , xS1 , xP1 , x  －1 U（x
O
1＋xR1＋xS1＋xP1＋, x  －1）
 Subject to I－（pO1  xO1＋pR1  xR1＋pS1  xS1＋pP1  xP1＋p  －1 x  －1） 0
ここで、Uは効用関数であり、その効用の値は各財の消費量が増加すれば増加することを
仮定する。また Iは所得を表す。
この問題に関して次の結果が得られる。
命題 1：4つの移動手段の中で最も費用の安いものを m∈｛O, R, S, P｝すなわち pm＝
min｛pO1 , pR1 , pS1 , pP1｝とする。問題（P1）の第一財の最適消費量を x＊1とすると、x＊1＝xm1。
つまり最も費用の安い移動手段のみが利用される。
証明：最適解で、それ以外の移動手段（zとする）が xz1だけ使われるとすると、この移
動手段を最安移動手段に変更することで（pz1－pm1）x z1だけ利用可能な所得が増加する。
それで他の財の消費量を増加させれば効用は増加する。したがって、最適解であること
に矛盾が生じる。
第 4節のコスト分析から、多くの場合でマイカーよりもカーシェアを利用するほうが費
用が安いことが示された。すると、上の命題から、自家用車からカーシェアリングへの乗
り換えが生じることになる。しかし、次の図 6─1（a）に示されているように、同じサー
ビスがより安価に提供されるようになれば、その需要量は増加する。つまり、走行距離は
伸びるはずである。
ところで、クルマを売却すれば売却収入が入ることが考えられる。このことで走行距離
を減少させる可能性はないだろうか。しかし、所得の増加によってその財の需要量が増え
るという標準的な場合においては、つまり移動サービスの所得効果が正であるならば、図
6─1（b）に示すように、売却収入による所得の増加は移動サービスに対する需要曲線を
右にシフトさせる。したがって、クルマの売却収入を考慮することは、走行距離の一層の
増加をもたらすことになる。
6─2. モデル 2：非線形価格の導入
第 4節でみたように、カーシェアリングやレンタカーの価格は走行距離（正確には利用
時間）によって変化するが、モデル 1ではそうした価格の非線形性を考慮していなかっ
た。そこでここでは、次のようにモデル 1の財 1の消費に要する費用を修正する。
 
すると問題は次のようになる。
pO1（xO1）xO1＋pR1（xR1）xR1＋pS1（xS1）xS1＋pP1（xP1）xP1
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（P2） max xO1 , xR1 , xS1 , xP1 , x  －1U（x
O
1＋xR1＋xS1＋xP1 , x  －1）
Subject to I－（pO1（xO1）xO1＋pR1（xR1）xR1＋pS1（xS1）xS1＋pP1（xP1）xP1＋p  －1 x  －1） 0
しかし、このように問題を修正しても、命題 1の証明と同様の証明により、類似の結果
が得られる。
命題 2：問題（P2）の第一財の最適消費量を x＊1とすると、この最適消費量を実現する
ための最も安い移動手段、あるいは移動手段の組み合わせが選択される。その移動手段
に関する最適解は次の問題の解となる。
 
min pO1（xO1）xO1＋pR1（xR1）xR1＋pS1（xS1）xS1＋pP1（xP1）xP1
xO1 , xR1 , xS1 , xP1
Subject to xO1＋xR1＋xS1＋xP1－x＊1＝0
証明：命題 1の証明に準ずる。
図 6─2は、非線形価格のケースでの移動手段の選択問題を需要と限界費用を用いて表
現したものである。ここでは第 4節の分析から、カーシェアリングは、距離が短いときに
はレンタカーよりも限界費用が安いことを想定している。またマイカーの場合は、固定費
用が存在するので、ある範囲において、走行距離が長くなると限界費用は低下することを
表現している。図には、需要曲線として 4通りのものを描いた。このうち、D 2から D 4
は、それぞれ、レンタカー、公共交通機関、そしてマイカーの限界費用曲線と交差してい
る。これらの需要曲線をもつ経済主体は、レンタカーより近距離において安価なカーシェ
アリングが利用可能になっても、走行距離は変わらない8）。
一方、D 1はカーシェアリングの限界費用曲線と交わっている。このような需要曲線を
持つ経済主体は、カーシェアリングのサービスが提供されるようになると、レンタカーか
図 6─1　標準的な効用最大化問題の結果
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らカーシェアリングに乗り換える。しかし同じサービスがより安価に提供されることにな
るので、その走行距離は増加する。この状況は、第 5節の図 5─1でみたマイカー非保有
層において走行距離が微増していることを説明するものである。しかし、価格の非線形要
素を取り入れても、最も説明したいマイカーからカーシェアリングへの乗り換えも、その
乗り換えに伴って走行距離が減少することも説明できない。
6─3. モデル 3：減車選択のモデル
カーシェアリングが普及する理由は、その利用によって移動コストが低下するためと経
済学的には説明される。しかしこのことは、以上の分析が示すように、理論上、走行距離
の増加をもたらす。一方で、ここで証明したいことはカーシェアリングの普及による走行
距離の減少である。そこで、これまで十分に考慮してこなかった、マイカーの売却をモデ
ル化することで、求める結果が得られないかを検討する。
ここではまず、短距離移動と長距離移動の 2つの財を区別する。ここで短距離移動と
は、カーシェアリングの利用がレンタカーや公共交通機関よりも割安となるような距離を
イメージしている。それは日常的な買い物や近場でのレジャーなどが対応する。従来から
のモデルに対するもう 1つの変更として、これまではマイカーにかかる固定費用  C Fを限界
費用の計算に含めてきたが、それを明示的に分離して取り扱うことにする。固定費用を分
離することで、クルマの限界費用は右下がりではなく一定と見なすことができる。したが
図 6─2　非線形価格効用最大化問題の結果
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って、モデル 1の線形価格モデルがここでは利用できる。また、固定費用を除けば車によ
る移動の限界費用は最も安いと考えられる。したがって、pO＝min｛pO, pR, pS, pP｝。
短距離移動サービスの消費量を x  1、長距離移動のそれを x  2とし、クルマ売却収入を R
と表す。その他の財の消費量と価格を x  －1, 2＝（x  3, …, x  n）、p  －1, 2＝（p  3, …, p  n）とすると、マ
イカー減車選択に関する効用最大化問題は次のようになる。
（P3） max｛UW, UWO｝
UW＝ max U（xO1 , xO2 , x  －1, 2）
xO1 , xO2 , x  －1, 2
 Subject to I－（pO1  xO1＋pO2  xO2＋, p  －1, 2 x  －1, 2）－c F 0
UWO＝ max U（xR1＋xS1＋xP1 , xR2＋xS2＋xP2 , x  －1, 2）
xR1 , xR2 , xS1 , xS2 , xP1 , xP2 , x  －1, 2
 Subject to I－（Σ  i＝1, 2 pRi  xRi＋pSi  xSi＋pPi  xPi , p  －1, 2 x  －1, 2）＋R 0
ここで UWはマイカーを保有して得られる最大効用であり、UWOはマイカーを売却して
得られる最大効用である。もし前者が大きいならばマイカーを保持し続けるし、後者が大
きいならばマイカーを売却することになる。
類似の問題として、まだカーシェアリングが存在しなかった場合の問題を考えよう。
（P3’） max｛UW, UWO－S｝
UW＝ max U（xO1 , xO2 , x  －1, 2）
xO1 , xO2 , x  －1, 2
 Subject to I－（pO1  xO1＋pO2  xO2＋, p  －1, 2 x  －1, 2）－c F 0
U WO－S＝ max U（xR1＋xP1 , xR2＋xP2 , x  －1, 2）
xR1 , xR2 , xP1 , xP2 , x  －1, 2
　 Subject to I－（Σ  i＝1, 2 pRi  xRi＋pPi  xPi , p  －1, 2 x  －1, 2）＋R 0
以上の設定で次の命題が得られる。
命題：（P3’）の問題の解が UW＝U WO－Sを満たし、かつその最適解が xR1＋xP1＞0を満たす
経済主体を考える。すなわち車を所有しているが、それを手放すことに関して無差別
で、かつ手放した後も短距離移動サービスを消費する経済主体を考える。このような経
済主体は、カーシェアリングが導入されるならば、必ず減車する。
証明：カーシェアリングが提供されるとする。この経済主体が短距離移動サービスをカ
ーシェアリングに代替すれば、pS1＜min｛p R1 , pP1｝なので、より少ない支出額によって 
U WO－Sを実現する消費パターンが可能となる。これより UW＝U WO－S＜UWO。したがって、
クルマを売ることでより大きな効用が実現できる。
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この命題から、クルマを持つことと持たないことが無差別なケース（UW＝U WO－S）だけ
でなく、UW＞U WO－Sだが、その効用差が小さい場合には、同様にカーシェアリングが提供
されることで経済主体はクルマを手放すことがわかる。
車を手放す際に、短距離移動と長距離移動という 2つの財の間にどのような変化が生じ
るかを、これら 2財に関する効用の無差別曲線を描くことで考察する。図 6─3の A点は
クルマを所有している場合の短距離移動と長距離移動の消費量＝移動量を示している。ク
ルマ移動の限界費用は、移動が短距離であっても長距離であっても同じなので、45°の価
格線と接するところが最適な消費点となる。クルマを手放すと固定費用が節約でき、さら
にクルマの販売収入が入るので所得水準が上昇する。2つの移動サービスの所得効果はと
もに正であれば新しい消費点は A点を通る無差別曲線よりも外側にある。この新しい消
費点が B点で表されている。B点を通る無差別曲線の接線の傾きは 45°より大きい。これ
は、長距離移動で用いる移動手段の限界費用（たとえば pRとする）がカーシェアリング
のそれよりも pS大きいからである（もしそうでなければ、長距離移動にもカーシェアリ
ングが利用されることになる）。
移動距離の総量は、図にあるように B点を通る 45°線の切片で与えられる。したがっ
て、図からわかるように総移動距離は増加する。減車選択のモデルにおいても、総移動距
離は減少するのではなく増加することになる。ただし、図に描かれているように、A点に
比べて B点では、より短距離移動が減少し長距離移動が増加する場合、そして長距離移
動の移動手段がレンタカーではなく公共交通機関になるならば、クルマの走行距離は減少
し CO2の排出量は減少することになる。
図 6─3
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7. 結論
研究を始めた段階では、カーシェアリングが普及することで従来の移動サービスの利用
形態に大幅な代替が生じることを期待していたが、第 4節のコスト分析が明らかにしたよ
うに、カーシェアリングは主に短距離移動サービスを代替するものであり、長時間・長距
離利用においては不向きな移動サービスであることがわかった。そうすると、第 6節のモ
デル 1やモデル 2の分析が示すように、短距離移動において割安なカーシェアリングの普
及は、短距離移動距離を増加させることになる。しかし、実際には、カーシェアリングの
普及によって、総走行距離は減少していることが、国内外の調査によって示されている。
第 5節で見たように、総走行距離の減少をもたらしているのは、マイカーを手放す世帯が
存在するためである。しかし、マイカーを手放すことがなぜ走行距離の減少につながるの
かは、自明ではなく、むしろパズルである。このパズルを解くために、第 6節のモデル 3
では、短距離移動と長距離移動の 2つの財を区別した。そして、カーシェアリングが長距
離移動では相対的に割高な財であり、一方、マイカーでは距離に関係なく限界費用が一定
であることを利用して、マイカーを手放すことで走行距離が減少する可能性を考察した。
理論モデルからは、マイカーを手放す人は、その後、短距離のクルマでの移動を減らし、
長距離移動を増やす（正確には短距離移動との相対的関係において増加させる）ことが示
唆された。したがって、長距離移動がマイカーから鉄道などの移動手段に代替されるので
あれば、クルマでの走行距離は減り、CO2排出量は減少することになる。しかし、クル
マを手放した人が実際に長距離移動において公共交通機関を利用しているかは、データに
基づいて実証すべき問題である。本論文では、理論的な説明に取り組んできたが、更なる
解明には今後の実証分析が必要である。
注
  1） ホームメイトリサーチより（http://www.homemate-research-rent-a-car.com/useful/10566_renta_
share_history/）
  2） UC Berkeley, Transportation Sustainability Research Centerより
  3） http://www.zipcar.com/press/overview
  4） タイムズカープラス公式 HPより：http://plus.timescar.jp/
  5） カーシェアリング比較 360°より：http://www.carsharing360.com/detail_orix.html
  6） NORTH AMERICAN SHARED-USE VEHICLE SURVEY, 2010　http://www.carsharing.net/library/
Martin-Shaheen-Lidicker-TRR-10-3437.pdf
  7） 燃料消費量の算定結果は「検証報告書」による。同報告書は「保有していた車の年式、車種、排気
量の情報から、国土交通省公表の 10・15モード燃費、または JC08モード燃費を割り当て、年走行
距離を基に算定した。なおカーシェアリング車、レンタカー車については利用車両の回答を踏まえリ
ッターカー相当で統一して算定した。」としている。
  8） D 4では移動手段も同じマイカーのままである。D 2と D 3では近距離移動がレンタカーからカーシェ
アリングに代替されることになる。
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